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No 内容 推進担当 達成具合 達成日 入力課等
実施(達成)時

期等
主な取組 備考

1 組織のスマート化・フラット化

スマートで簡素かつ機動的な組織体制を構築し、

経営資源の有効活用とスピード感のある施策の推

進を図ります。

企画部 施策を検討中 企画政策課

組織のスマート化を図るため、機構

改革を検討するため、庁内へのヒア

リングを実施する予定。

2 会議体の統合

類似の目的を持つ庁内会議・外部有識者会議を統

合し、意思決定の効率化と業務負担の軽減を図り

ます。

企画部ほか 試験的(一部）に施策を実施中 R7.4.1

都市政策課

企画政策課

環境保全課

R7.4.1

阿南市地域公共交通活性化協議会と

阿南市地域公共交通会議を統合(都市

政策課）

阿南市総合計画審議会と阿南市ま

ち・ひと・しごと創生総合戦略懇談

会を統合(企画政策課）

環境審議会と地球温暖化対策推進協

議会の統合・再編に向け協議、条例

改正の必要性等を検討中。

阿南市こどもまんなか会議を、別組

織を作ることなく、既存の会議体を

変更することで設置した。

3 職員数の最適化
今後の本市における人口推移を見据え、人員体制

の更なる最適化を推進します。
企画部 施策を検討中 人事課 R10.4月

定年退職が２年に１度となる期間に

当たるため、退職者数、再任用への

移行人数、業務見直しの状況を年度

ごとに見通しながら、数値目標800人

未満に向けての採用を計画してい

く。 

4 会計年度任用職員の最適化
人員数、勤務形態及び配属について不断の見直し

を行い、マンパワーの最適化を図ります。
企画部 施策を検討中 人事課

R8年度の任用

に向けて実施

(人事課）

№44開館時間見直し(№69給食調理業

務の委託、№51窓口サの効率化)など

業務量に合わせての人員数、勤務時

間の見直しを検討中。（人事課）

5 データ分析に基づく人員配置
各所属における業務量を客観的なデータにより分

析し、より合理性の高い人員配置につなげます。
企画部 試験的(一部）に施策を実施中 人事課

R8年度以降の

配置に向けて

実施

人事面での業務量指標として時間外

勤務データの分析を行う（昨年度の

所属別・個人別の時間外勤務一覧

データを作成済み）。その他システ

ム上の客観データの活用も検討す

る。

6 行政情報の共有による所属間連携の推進
統計情報等の行政情報の共有を通じ、業務の重複

を避け、所属間の連携強化を図ります。
企画部 施策を検討中 企画政策課

7 職員採用試験制度の見直し

受験しやすい試験制度を構築するとともに、「経

験者復帰採用」等の導入に向けた検討を行いま

す。

企画部 試験的(一部）に施策を実施中 人事課

R8年度実施の

採用試験に向

けて見直し

R7年度はＵＩＪターン枠を新設する

とともに、職務経験者枠では筆記試

験を廃止し、人物重視かつ受験しや

すい環境整備を図った。次年度に向

けてさらに見直しを行う。

8 専門職の計画的採用
組織の将来的なニーズを見据え、特定分野の専門

知識を持つ人材を計画的に採用・育成します。
企画部 継続的に施策を実施中

文化振興課

人事課

文化財専門職員の募集を開始。

将来的なニーズを把握し、採用職種

や人数を決定する。№10とあわせて

の検討。(人事課)

令和8年度は採用に至らなかったが、

継続して募集する。

9 国・県等への戦略的な人材派遣・相互交流

複雑化・多様化する地域課題の解決を担う人材を

育成するため、戦略的な人材派遣・相互交流を行

います。

企画部 達成済み 人事課 継続実施

国、県、一般社団法人へ計４人を派

遣し、スキルアップ、人脈形成等を

図るとともに、引き続き国交省から

１人、県教委から３人、徳島県警か

ら１人(併任)を受け入れている。

みなみ阿波観光局への派遣により昨

年より１名増。

10 研修プログラムの充実

職員の視野拡大、地域特性に応じた政策立案能力

の向上等を目指し、体系的な学習機会を創出しま

す。

企画部 施策を検討中 人事課 R8年度～

まずは、人材確保・育成の土台とな

る人材育成基本方針を改定し、育成

すべき職員像を明確化する（R7年

度）。

11 ハラスメント防止策の強化

職員が相談しやすい環境を整備するとともに、ハ

ラスメント防止に向けた組織的な対応を行いま

す。

企画部、総務部 試験的(一部）に施策を実施中 人事課
R7年度から順

次

カスタマーハラスメントに関するア

ンケート調査を実施中（R7.7.1～

R7.7.31）であり、今後対応指針等の

策定を予定。
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No 内容 推進担当 達成具合 達成日 入力課等
実施(達成)時

期等
主な取組 備考

12 メンタルヘルス対策の強化
ストレスに対する予防的アプローチを強化し、安

心して働き続けられる職場環境を整備します。
企画部 試験的(一部）に施策を実施中 人事課

R7年度から順

次

現状分析のもと、既存事業（研修、

ストレスチェック等）のブラッシュ

アップや新たな予防策を検討する。

13 職員提案制度の推進
現場からのボトムアップによる業務改善を推進

し、風通しの良い職場環境の実現につなげます。
企画部 試験的(一部）に施策を実施中 企画政策課

職員提案制度を随時受付しており、

職場改善や市民へのサービス向上を

検討している。実現可能な施策から

実施に向けて取り組みを行ってる。

例：名札の表記見直し

14 時差出勤制度の活用促進

育児等に係る負担軽減、ワーク・ライフ・バラン

スの改善、通勤に伴う環境負荷の軽減等を図りま

す。

企画部 試験的(一部）に施策を実施中 人事課
R8.4月本格実

施予定

試行結果の効果・検証を行い、本格

実施に取り組む。

15 テレワークの促進

場所に縛られない柔軟な働き方を通じ、働きやす

さと災害時等における業務継続性の確保等を図り

ます。

企画部、危機管理部 試験的(一部）に施策を実施中 ＤＸ推進課 R11.3

地方公共団体情報システム機構が提

供する実証実験に参加し在宅勤務の

実施に向けた検証を行っている。

16 ボランティア休暇制度の新設
職員の地域貢献を通じた自己実現、コミュニティ

参加の機会を拡充し、資質の向上につなげます。
企画部 施策を検討中 人事課

R8.1.1施行予

定
規則策定作業中。

17 「ノー残業デー」の弾力的運用

｢ノー残業デー｣を全所属で実施し、各部署の実情

に合わせて曜日等を調整しつつ、週１回以上の定

時退勤を推進します。

企画部 施策を検討中 人事課
R8.4月本格実

施予定

令和８年度からの運用開始に向けて

の検討を行っていく。

18 ＡＩの積極的活用
文書校正など定型的・反復的な事務の半自動化等

を目指し、ＡＩ技術を積極的に活用します。
企画部 達成の見込み

企画政策課

DX推進課
R11.3

最先端技術の試験的使用や検証作業

を行い、庁内業務への導入の可能性

を模索している。また、操作マニュ

アルの作成等を考えている。(企画政

策課)

R4年度から利用を開始した会議録の

音声データをＡＩが自動で文字起こ

しを行うシステムの継続利用及び文

章作成の草案、企画立案等に生成AI

を活用することで労働時間の削減及

び効率化を図る。（DX推進課）

【行革PT関連】

19 ふるさと納税の推進
魅力的な返礼品の開発や効果的なＰＲ等を通じ、

寄附金収入を増やし、自主財源を確保します。
企画部 継続的に施策を実施中 商工戦略課 2026/3/31

委託業者との情報共有及び新たな返

礼品の調査

令和7年4~6月の寄附金の合計は、

146百万円であり、前年度の同時期と

比較すると120％となっており、2割

増で推移している。

20 外部資金の活用による特定財源の確保
国や民間の補助金・助成金を積極的に活用し、事

業実施のための財源を確保します。
総務部 施策を検討中

21 基金の一括運用

各種基金の一体的かつ効率的な運用を行い、業務

の簡素化による職員の「働き方改革」も同時に推

進します。

会計管理者ほか 達成済み 令和7年4月1日 会計課 令和７年４月

阿南市基金の一括運用及び債券の購

入管理に関する要綱を令和７年４月

１日から施行し、令和７年４月から

基金の一括運用を開始した。

22 特定目的基金の活用

財政運営上における柔軟性の向上を通じ、財源の

効率的な活用と市民サービスの向上につなげま

す。

総務部ほか 施策を検討中
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No 内容 推進担当 達成具合 達成日 入力課等
実施(達成)時

期等
主な取組 備考

23 収入未済金の徴収強化
滞納市税や使用料等の収納率を高め、財源の確保

と受益者負担の適正化を図ります。
総務部、保健福祉部、建設部ほか 達成の見込み

介護保険課

地域共生推進

課

住宅課

税務課

年度末

介護保険課員全員で介護保険料未納

者に対し訪宅徴収を実施し、未納状

況の説明や納付に関する相談対応、

介護保険制度の重要性へのご理解促

進に努める。(介護保険課）

未納者に対して、督促を行い収納率

向上に努めている。(地域共生推進

課）

○保証人に対しても年２回督促状を

送付

○弁護士と連携・情報共有し、訴訟

及び明渡しを実施(住宅課）

市税日曜窓口と平日延⾧窓口を月に1

回開設し、納税者の利便性向上を図

るとともに、徳島滞納整理機構や南

部総合県民局との連携・協力による

収入未済金の徴収強化を行ってい

る。(税務課）

養護老人ホーム入所者負担金 令和

６年度末収納率 97.89％(地域共生

推進課）

従来より同様の対応を実施してお

り、今後についても継続予定(住宅

課）

24 使用料・手数料の適正化
施設使用料やサービスの手数料を適正な水準に見

直し、受益者負担の適正化を図ります。
企画部、都市整備部ほか 試験的(一部）に施策を実施中 企画政策課

物価高騰等を反映した使用料の適正

化に向けて検討を行っている。

25 軽自動車税の納期の見直し
納期を見直すことで、納税者の利便性の向上と収

納率の向上につなげます。
総務部 達成済み R7.4.21 税務課

26 人件費の見直し

職員数の最適化に伴い、事務事業の在り方の検

討、ＤＸによる効率化等の取組を通じ、人件費の

見直しを図ります。

企画部 施策を検討中

27 下水道事業の一体的運営の検討
各種下水道事業を集約し、業務の効率化と管理コ

ストの削減を図ることについて検討します。
市民部、産業部、都市整備部 施策を検討中

28 市単独補助金の見直し

補助金の必要性や効果を検証し、不要な補助金の

廃止・縮小、他の補助金との統合化につなげま

す。

企画部ほか 施策を検討中 企画政策課

類似する補助金を単一の課に集約

し、統合及び補助金メニューの改善

化を検討している。

わがまち創生事業の開始。

令和７年度輝け阿南！新規創業促進

補助金。

29 事務事業の定期的な見直し
定期的に事務事業の必要性や効果を評価し、不要

な事業を廃止又は縮小します。
企画部ほか 試験的(一部）に施策を実施中 R7.4.1(住宅課)

企画政策課

住宅課

所属の統廃合に連動して事務事業の

見直しを検討 (企画政策課）

○住宅の購入に対する補助金（あな

んでスマートホーム事業）の廃止

R6予算5,000,000円→R7予算０円

○リフォームに対する補助金（あな

んぐらし支援事業）を縮小

R6予算９０戸分16,000,000円→R7予

算５０戸分10,000,000円 （住宅

課）

30 内部管理経費の削減
庁内の消耗品費や光熱水費などの経費を見直し、

支出の削減につなげます。
企画部、総務部 施策を検討中

31 保険給付の適正化
不正受給や重複給付等に係るチェック体制を強化

し、各種保険事業の持続可能性を高めます。
保健福祉部 達成済み 毎月実施 介護保険課 毎月実施

事業所からの介護給付費請求審査を

国保連合会に委託しており、その際

に縦覧点検及び医療情報との突合等

を実施する。

32 特定健診の受診率の向上
早期発見・早期治療を促進することで、将来的な

医療費の抑制につなげます。
保健福祉部 施策を検討中

33 介護予防施策の強化

フレイル予防と重度化防止に資する施策を強化

し、高齢化の進行に伴う介護給付の増加を抑制し

ます。

保健福祉部 継続的に施策を実施中
地域共生推進

課

これまでのいきいき100歳体操に加え

生活動作や歌謡曲を用いた新しい介

護予防のDVD（うきうき予防体操）

を作成し、Youtubeで公開するな

ど、活動の継続・活性化に努めてい

る。

施策の強化として、介護予防体操の

DVDを新たに作成
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No 内容 推進担当 達成具合 達成日 入力課等
実施(達成)時

期等
主な取組 備考

34 認知症施策の強化
認知症の人や家族を地域で支える仕組みの構築等

を通じ、将来の社会的コストを抑制します。
保健福祉部 継続的に施策を実施中

地域共生推進

課

これまでチームオレンジの活動とし

てオレンジカフェの取組は必須項目

としていたが、チームオレンジとオ

レンジカフェを別の活動として切り

離すことで、いずれの活動のみを行

いたい団体のニーズに応え、活動団

体の増加に努めている。

R6年度 5団体→ R7年7月1日時点 

9団体

一定の講座を受講した認知症サポー

ターがチームを組み、認知症の人や

その家族を支える取組であるチーム

オレンジと、認知症の人やその家

族、地域住民や専門職などいろいろ

な人が認知症についての相談や普及

啓発を行う場であるオレンジカフェ

（認知症カフェ）の立ちあげの支援

35 高齢者向け生活支援サービスの充実
高齢者の在宅生活を支援するサービスを充実さ

せ、施設入所等に係る介護給付費を抑制します。
保健福祉部 継続的に施策を実施中

地域共生推進

課

ご近所ドライブパートナー事業につ

いて、令和7年度より新たに新野地区

において開始し、サービスの充実に

努めている。

ご近所ドライブパートナー事業の拡

充

36 包括的な支援体制の構築
包括的な支援体制を構築し、地域共生社会の実現

につなげる
保健福祉部 継続的に施策を実施中

地域共生推進

課

複雑化・複合化した支援ニーズに対

応できるよう、阿南市地域まるごと

支援会議を実施する等により、支援

体制を整備している。

重層的支援体制整備事業への移行準

備事業を令和5年から令和6年度まで

実施。令和7年度より重層的支援体制

整備事業（本事業）を実施。

37 「ひきこもり」支援の強化
対象者の社会復帰を促進し、働き手の確保と福祉

コストの軽減を同時に図ります。
保健福祉部 継続的に施策を実施中

地域共生推進

課

令和7年度から毎月1回ひまわり会館

にてひきこもり当事者会・家族会

『ファミリーつむつむ』を実施して

いる。

阿南市社会福祉協議会と連携し、ひ

きこもり当事者会・家族会を実施

38 廃校施設の利活用

学校再編に伴い生じる廃校施設について、ニーズ

に応じた再利用を促進し、地域活性化を図りま

す。

企画部、建設部、教育部 未着手 教育総務課 ～R15

地域の自治会や住民の意見を聞き、

地域の特色に合った施策を検討して

いく。

学校再編実施計画案

第１期R6～R15

第２期R16～R25

第３期R26～

39 未利用不動産の売却促進
民間ノウハウ等を活用し、売却を促進すること

で、歳入確保及び地域資源の最適化を図ります。
企画部、建設部 施策を検討中

こども保育課

公共建築課

廃園となった保育所跡地の売却を進

めている。(こども保育課）

・売却可能資産の洗い出しを行う

・民間事業者のノウハウを活用した

売却促進の導入可能性を検討

・売却時の手法について、マイナス

入札等も検討を進める （公共建築

課）

 住宅跡地を売却予定（住宅課）

他の保育所跡地も進める必要があ

る。(こども保育課）

40 未利用不動産の貸付促進

地域のニーズに応じた貸付を行うことで、資産の

有効活用と地域コミュニティの活性化を図りま

す。

企画部、建設部 施策を検討中 公共建築課 令和7年度中

・貸付可能資産の洗い出しを行う

41 人口規模に応じた公共施設の再編・最適化

地域の人口動態に基づき、公共施設の配置や機能

を見直し、持続可能なサービス提供を目指しま

す。

保健福祉部、建設部、教育部ほか 試験的(一部）に施策を実施中
多数(全庁的事

項）

 各所属において検討を行ってい

る。詳細は割愛。

 小中学校、幼稚園、保育所等は別

途計画に基づき統合等を実施してい

る。

学校再編実施計画案

第１期R6～R15

第２期R16～R25

第３期R26～ （教育総務課）

・利用実態等を共有し、関係各課と

の協議が必要(生涯学習課）

4
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No 内容 推進担当 達成具合 達成日 入力課等
実施(達成)時

期等
主な取組 備考

42 公共施設の包括管理

複数の公共施設の管理業務を一括委託すること

で、効率的な運営とコスト削減、施設の⾧寿命化

につなげます。

建設部、水道部ほか 施策を検討中

企画政策課

公共建築課

水道課

文化振興課

介護保険課

・包括管理業務の導入に向けた各種

調査・検討を行う

・関係課と導入に向けた協議を進め

る。 （公共建築課）

水道施設維持管理に係る包括的民間

委託実施（水道課）

 など

43 指定管理者制度の導入拡大

スポーツ施設を始め、施設管理への民間活力導入

を拡大し、サービスの向上と効率的な管理を図り

ます。

企画部ほか 施策を検討中 企画政策課

指定管理者制度の適切に導入できる

施設を検討し所管課と連携して導入

を促進する。（企画政策課）

44 公共施設の開館時間の見直し
利用者のニーズを的確に反映した開館時間となる

よう見直しを行います。
教育部ほか 施策を検討中

企画政策課

文化振興課

採算性の取れない施設等について、

施設の開館時間を縮減し、人件費及

び管理経費の削減に取り組む対象施

設を検討する。

開館日数の見直しを行うことで、人

件費や維持費の削減を検討。(文化振

興課）

【行革PT関係】

45 阿南中央図書館（仮称）の新設
多様な利用に対応する図書館施設を新設し、公共

サービスの効率化と利用促進を図ります。
建設部、教育部ほか 達成の見込み

公共建築課

図書館
令和12年度中

令和７年５月に阿南中央図書館（仮

称）建設工事設計業務に係る公募型

プロポーザルの公告を行い、6月から

阿南中央図書館（仮称）建設に係る

設計業務受託者検討委員会において

審査を実施している。8月中に設計業

者と契約し、今年度中の基本設計完

了を目指す。 （図書館）

防災、子育て等の様々な機能を含む

複合施設を計画する。

46 那賀川社会福祉会館の整備

周辺の行政機能を複合させた施設とすることで、

利用者の利便性向上と運営経費の削減を図りま

す。

産業部、建設部ほか 達成の見込み
令和10年度

（予定）

商工戦略課

公共建築課

那賀川町複合施設整備

基本構想による（商工戦略課）

・R7.3に基本構想を策定し、庁内関

係課に説明

・具体的施設整備に向け、設計業務

の公募を実施予定（公共建築課）

現在は、公共建築課と共に、上層部

との協議を重ねながら計画を進めて

いる。また当該施設は令和８年度中

に閉館予定である。（商工戦略課）

様々な機能を含む複合施設を計画す

る。

47 体育館への空調設備の導入

小中学校の体育館に空調設備を導入し、熱中症の

予防など教育環境の改善と避難所機能の向上を同

時に実現します。

教育部 試験的(一部）に施策を実施中 教育総務課 ～R15

R8にサンプル校である中野島小学

校・宝田小学校・⾧生小学校・大野

小学校の4校に空調設備の設置を行

う。

国の特例交付金の期限がR15まで

48 ＥＳＣＯ事業の導入促進
公民連携により、公共施設のエネルギー効率の改

善に係る初期投資及び運営コストを削減します。
市民部、建設部 達成の見込み 公共建築課 令和7年度中

・ESCO事業導入に向け、制度設計や

具体的事業実施を支援

・脱炭素推進室と連携し、公共施設

の省エネ化・LED化を推進

・小学校LED化ESCO事業（審査中）

・見能林公民館・福井公民館ESCO事

業（公募中）

49 マイナンバーカードの活用促進
各種手続の簡素化・効率化を図り、市民の利便性

の向上と行政コストの削減を実現します。
企画部ほか 施策を検討中 ＤＸ推進課 R11.3

市民生活課において普及啓発を行っ

ている。今後は住民の利便性向上の

ため利活用の方法を検討していく。

50 オンラインによる手続の拡大
来庁不要の手続を増やすことで、市民の利便性の

向上と行政の業務効率化を同時に達成します。
企画部ほか 達成の見込み ＤＸ推進課 R11.3

電子申請サービス、マイナポータ

ル、LINEを利用してオンライン申請

手続の拡大を進めており、令和６年

度末時点で80件の手続が利用可能と

なっている。

5
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No 内容 推進担当 達成具合 達成日 入力課等
実施(達成)時

期等
主な取組 備考

51 書かないワンストップ窓口の導入

申請書記入の手間を省き、複数の手続を一括で行

うことで、便利で効率的な窓口サービスを提供し

ます。

企画部ほか 施策を検討中 ＤＸ推進課 R9.2

窓口業務において、市民の多様化及

び複雑化したニーズに対応できる窓

口サービスを提供することを目的と

する「阿南市窓口サービス改善委員

会」の作業部会にて、導入について

検討をしている。また、とくしま新

未来ＤＸ推進体制支援事業のＤＸ人

材派遣による伴走支援を受け、BPR

（業務見直し）を行い「書かないワ

ンストップ窓口」の導入に着手す

る。

52 公共施設予約システム対応施設の拡大

オンライン予約が可能な施設を増やし、利用者の

利便性向上と施設管理業務の効率化につなげま

す。

企画部 達成の見込み ＤＸ推進課 R11.3

R6年度までにスポーツ施設や文化施

設等9施設の予約受付のオンライン化

を実現している。公民館においては

全14館のうち2館の実装となっている

ため、残り12館のオンライン化を中

心に進めていく。

53 図書館図書へのＩＣタグの導入
貸出・返却処理の自動化により、利用者の待ち時

間短縮と図書館業務の効率化を図ります。
教育部 試験的(一部）に施策を実施中 — 図書館 令和11年度

新図書館のサービス計画とこれに必

要なシステムの仕様を検討してい

る。

54 LINEを活用した事前予約システムの拡大
市民に身近なツールを有効活用し、利用者の利便

性向上と予約管理業務の効率化につなげます。
企画部 試験的(一部）に施策を実施中 ＤＸ推進課 R11.3

LINE上でDV相談の予約受付を実施し

ており、他の予約業務においても展

開を行う。

55 行政計画の統合
複数の計画を一本化し、業務の効率化、一貫性の

ある政策立案、経営資源の最適化等を図ります。
企画部 施策を検討中 企画政策課

阿南市総合計画審議会と阿南市ま

ち・ひと・しごと創生総合戦略懇談

会を統合(企画政策課）

そのほか、統合可能な計画などにつ

いて検討を進めている。

56 入札制度の見直し
地元企業の受注機会の確保及び事務手続の効率化

等に資するよう、制度の見直しを推進します。
総務部 施策を検討中

57 ＥＢＰＭの推進

客観的データに基づく政策立案及び評価を通じ、

経営資源の最適配分と施策の透明性確保につなげ

ます。

企画部 施策を検討中 企画政策課

評価制度の構築について検討してい

る。

58 オープンデータの推進
行政データの公開により、透明性向上と民間活力

の活用を促進し、新たな価値創造につなげます。
企画部 試験的(一部）に施策を実施中 ＤＸ推進課 R11.3

R6年度までに「阿南市指定避難場

所・緊急避難場所」や「公衆無線Ｌ

ＡＮアクセスポイント一覧」など12

件のデータを徳島県のオープンデー

タサイトに公開している。今後も国

が示す「自治体標準オープンデータ

セット」を中心にデータの公開を推

進する。

59 ノーコードツールの活用拡大

職員自らが業務アプリを開発し、生産性の向上、

データの可視化・共有化、コスト削減につなげま

す。

企画部 試験的(一部）に施策を実施中 ＤＸ推進課 R11.3

R7年度からノーコードツールkintone

を本格的に導入したことにより、一

部の職員において庁内への照会・回

答アプリや所属間の情報共有アプリ

を作成している。

60 文書管理システムの導入
内部文書のデータ管理を推進し、業務の効率化、

ペーパーレス化、セキュリティ強化を図ります。
総務部 施策を検討中

61 消防ＯＡシステムの導入
消防業務の効率化と情報共有の迅速化を図り、緊

急時対応の質の向上につなげます。
消防本部 達成の見込み R8.4.1 予防課 R8.4.1

現在、OAシステムへのデータ移行す

るための基本情報の編集業務を実施

している。サービス提供者（㈱ワ

コー商事）と契約によりデータ移行

後、R７年11月仮運用、研修会等を

行い、運用開始となる。

62 森林クラウドシステムの導入
森林情報の一元管理と共有により、効率的な森林

管理と関連業務の効率化を実現します。
産業部 達成の見込み R8.4.1 農林水産課 R8.4.1

現在県がクラウドシステムを構築中

であり、R8.1月より仮運用及び運用

についての研修会を予定している。

6
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No 内容 推進担当 達成具合 達成日 入力課等
実施(達成)時

期等
主な取組 備考

63 LINE等を活用した市民参加の推進

LINE等を通じたアンケートやパブリックコメント

を実施し、市民ニーズへの迅速な対応につなげま

す。

企画部 試験的(一部）に施策を実施中 ＤＸ推進課 R11.3

R7.7月末から実施する「窓口サービ

スの向上についてのアンケート」

等、LINEから回答ができるアンケー

トを拡大する。

64 LINE等を活用した地域防災力の強化

LINEを用いた双方向のコミュニケーションを実

装し、緊急時における迅速な情報伝達を実現しま

す。

危機管理部 継続的に施策を実施中 － 危機管理課 －

市公式LINEにより、登録者に向けて

各種防災情報の提供を行っている。

双方向のコミュニケーションについ

ては、現在、DX推進課と実装に向け

て協議中である。

市公式LINEにより防災情報の提供を

行っているが、双方向のコミュニ

ケーションについては検討中であ

る。

65 阿南市公式ホームページの見直し
情報へのアクセス性を向上させることで、情報提

供の効率化と透明性の向上を同時に図ります。
企画部 施策を検討中 ＤＸ推進課 R11.3

現在の公式ホームページは、デザイ

ンや操作及び管理方法、また利用者

が必要な情報を探す面において課題

があり、スマートフォンからのアク

セスが大幅に増えていることから、

ウェブサイトのレスポンシブデザイン

化も必要。必要な手続きを確認でき

る「手続ガイド」の導入等を検討

し、市民サービスの向上に繋げた

い。

66 デジタルデバイド対策の強化
高齢者等への支援を強化し、「誰一人取り残さな

い」デジタル社会の実現につなげます。
保健福祉部 継続的に施策を実施中

地域共生推進

課

高齢者がデジタル技術を習得するこ

とにより生活をより便利で快適なも

のとなるため、高齢者お世話セン

ターが各地区の高齢者の集まりでDX

推進課主催の「デジタルなんでも相

談室」の開催の周知に努めている。

高齢者にインターネットの利用を促

し、生活の質の向上につなげる

67 スクールバスの導入と公共交通の最適化

学校再編に伴い、児童生徒の通学手段を確保する

とともに、公共交通の利便性向上と効率化を図り

ます。

都市整備部、教育部 試験的(一部）に施策を実施中
教育総務課

都市政策課
～R15

令和６年度に閉校になった椿町中学

校生徒の阿南第二中学校までの通学

手段として、スクールバスを導入し

ている。今後の学校再編の中で、公

共交通の活用については、児童生徒

の実態や通学路の状況等に配慮しな

がら継続して検討していく。

 (教育総務課）

循環バス（ナカちゃん号）の路線再

編に向けて進行中

 (都市政策課）

学校再編実施計画案

第１期R6～R15

第２期R16～R25

第３期R26～

68 ケーブルテレビ施設の民間移行
情報通信インフラを民間に移行することにより、

効率的な運営とサービスの向上を図ります。
企画部 達成済み 2025/4/1

企画政策課

DX推進課
2025/4/1

民間移行を実施済み。残る施設(民間

への貸与施設）についてはDX推進課

に所管替えしている。(企画政策課)

本市が指定管理者制度により運用し

てきた有線テレビジョン放送事業を

指定管理先の2社に阿南市情報通信基

盤支設等を無償譲渡及び無償貸付

し、事業運営の民間移行が完了し

た。(DX推進課）

69 学校給食調理業務の民間委託
各学校給食センターにおける調理業務を順次民間

委託し、歳出削減及び品質向上につなげます。
教育部 達成の見込み 学校給食課

南部学校給食

センターR5.4

第一学校給食

センターR8.4

R5年度から南部学校給食センターの

調理業務等民間委託を実施

R8年度から第一学校給食センターの

調理業務等民間委託を実施予定

70 ネーミングライツ制度の導入拡大

公共施設にネーミングライツ制度を導入すること

で、資金の調達及び地域活性化の促進を図りま

す。

企画部 試験的(一部）に施策を実施中

企画政策課

商工戦略課

文化振興課

企画政策課にて要綱を所管してお

り、各課所管施設で可能な施設から

導入が進められている。

一部企業からの打診等があり、検討

している。
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新改革プラン_重点項目75項目進捗管理表_まとめ

No 内容 推進担当 達成具合 達成日 入力課等
実施(達成)時

期等
主な取組 備考

71 民間提案制度の拡張

民間提案制度の適用範囲を公共施設中心からソフ

ト事業に拡張し、民間のアイデア等を行政運営に

導入します。

企画部、産業部ほか 試験的(一部）に施策を実施中

企画政策課

こども保育課

都市政策課

民間事業者による認定こども園化の

推進において、民間事業者との対話

を通じ、参加意欲を把握し、より参

加しやすい公募条件を検討する。

・6月 公募型サウンディング調査実

施要領をホームページに公開

・7月 ３事業者からエントリーがあ

り、サウンディングを7月に実施

  （こども保育課）

現在の管理委託先と協議

  （都市政策課）

72 「わが町予算」制度の新設
市民自身が地域のニーズに応じて運用できる交付

金を新設し、個性あるまちづくりを推進します。
企画部 試験的(一部）に施策を実施中 企画政策課

73 社会福祉法人と連携した地域づくり

社会福祉法人の地域貢献活動を通じ、行政の手が

届きにくい分野における地域づくりを推進しま

す。

保健福祉部 施策を検討中
地域共生推進

課

社会福祉協議会が中心となりひきこ

もりの者に対する社会参加支援に関

する新事業を展開するにあたり、社

会福祉法人ネットワークの構築も含

め部会を開催した。

「社会福祉法人と連携した地域づく

り」を第４期地域福祉計画の施策に

位置づけるよう、策定委員会で審議

中

74 福祉専門職と連携した地域防災活動の推進
災害時に特に支援が必要な市民のための個別避難

計画を作成し、安全な避難を確保します。
危機管理部、保健福祉部 試験的(一部）に施策を実施中 － 危機管理課 －

個別避難計画作成に関し、危機管理

課が担当となる避難訓練や避難場所

の確保の部分について協力し、より

実効性の高い個別避難計画の作成に

努めている。

個別避難計画の作成を、地域共生推

進課とはじめとする関係各課と連携

し、順次作成に努めています。（危

機管理課）

令和6年度個別避難計画作成数 2件

(地域共生推進課）

75 若者世代の市政参加機会の拡大
若者が市政に参加できる機会を増やすことで、次

世代のリーダー育成と地域活性化を図ります。
企画部、保健福祉部ほか 達成の見込み 企画政策課 2025/8月頃

こども議会（中学）、地元高校生等

の意見聴取の機会を創出する。

達成済み 5 7%

継続的に施策を実施中 9 12%

達成の見込み 11 15%

試験的(一部）に施策を実施中 22 29%

施策を検討中 27 36%

未着手 1 1%
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